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【資料１】
「子ども・子育て新システム検討会議」2010年６月４日 全国学童保育連絡協議会

学童保育（放課後児童クラブ）の量的拡大・質的拡充を図るために

公的責任による制度の抜本的な拡充と

予算の大幅増額を要望します

１ 現在の国の学童保育の制度には、三つの問題点があります。
量的拡大・質的拡充を図るために、制度の抜本的な見直しをお願い
します。

① 学童保育を推進するための公的責任が弱い
→ 市町村の実施責務の強化を図ることが必要です

・現在の制度は「市町村の利用の促進の努力義務」のみ。

「市の広報で児童募集があることを知らせる」だけでも良いことになっている。

・このことが、市町村間に量や質の格差が生じる原因となっている。

★ 都市部や地方など 「地域の実情」に応じて考えなければならないのは「量」の問、

題であって 「質」の問題ではありません。、

★ 子どものために保障しなければならない「質」は、都市部や地方によって変わる

ものではありません（ 子ども 「子どもの生活 「子どもの成長」は地域によって「 」 」

異なるものではありません 。）

※ 学童保育の「質」の善し悪しを決めるのは 「保育時間」だけではなく 「指導員、 、

」「 」 。「 」 、の仕事の質 保育内容の質 です 子どもの最善の利益 を保障する立場から

「学童保育の質」を考え、どの学童保育でも最低限の質が確保できる制度をつく

ってください。

② 最低基準が決められていない

→ 一定の水準を確保する「基準」が必要です
。 「 」 。・最低基準だけでなく監督基準もない 国の ガイドライン ができたが拘束力がない

、 。・施設の広さ・職員配置・職員の資格は 子どもの生活と育ちを守るために欠かせない

③ 国の補助金は奨励的であり、実際の運営費と比べても大きな乖離がある

→ 学童保育の維持・拡充を確実に保障するための「安定的で十分な財政措
置」が必要です

・学童保育の量的拡大と質的拡充を図るには、市町村ががんばってくれることが肝心で

す。国として、市町村が積極的に学童保育を整備していくことができる制度と予算措

置が必要です。
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２ 「子ども・子育て新システム検討会議」の「基本的方向」（４月27日）
には、私たちが危惧する点があります。学童保育が本当に拡充され
る内容での制度構築をお願いします。

① 「市町村の自由裁量に任せる」ことに対する危惧
、 。・これまでの国の制度そのものが市町村任せで 格差ができる原因となっていました

・市町村に財源を保障しても、学童保育に使われる保障はありません。

「住民がそういう首長や議員を選ぶのが悪い 「政策優先順位を高めさせれば良」

い」と言われるが、選挙の公約には「子育て支援を充実します」という抽象的な

もので判断材料がありません。働きながら子育てしている世代に「そんな首長を

選んだのみなさんが悪い」とは言えないのではないでしょうか。

「 」 「 」「 」 、・学童保育と類似の 放課後の児童対策 を 一体的 代わりに 実施することも

「市町村の自由裁量」となる危険があります。川崎市・品川区は、保護者の反対を

押し切って学童保育を廃止（類似事業への統合）しました。横浜市・名古屋市・大

阪市などは、学童保育の整備に消極的で 「全児童対策事業」の推進を優先してい、

ます。それも「市町村の自由裁量」で済ませて良いのでしょうか。

② 学童保育をどのような制度として構築するのか、明確な方向が示されていな

いことに対する危惧
・ 小１の壁 「小４の壁 「保育時間の延長」なども含めて「制度の見直し」の具体「 」 」

的な内容が明らかになっていません。

・ 子ども・子育てビジョン」で数値目標は出されていますが 「質の向上」について「 、

の具体策は明らかになっていません。

→ 国の「放課後児童クラブガイドライン」は、内容的に不十分な点が多くありま

す。特に、指導員に関わる課題（職員配置、勤務体制、勤務時間、資格、研修

など）についてはほとんどふれられていません。

→ 厚生労働省は「指導員の処遇改善は必要」だと言われていますが、指導員の望

ましい配置基準、勤務体制の拡充については言及されていません。また、指導

員に対する資格制度を整備しなければ、学童保育の量的拡大と質的拡充を図る

のはたいへん難しいことです。

③ 学童保育が「安定性・継続性・信頼性」を持って運営できなくなるのではない

かという危惧
・子どものための施設である学童保育には 「安定性・継続性・信頼性」が必要です。、

・利用家庭に補助する方式は、運営の安定性を欠く方法であり、少なくない学童保育

が閉鎖に追い込まれる危険があります（利用数の変動が運営に大きく影響を与えま

す 。）

・ 安定性・継続性・信頼性」は、指導員の継続的勤務と信頼構築で担保されます。「

・運営主体が変わりやすい制度（民間企業の撤退、指定期間が決められている指定管

理者制度など）では 「安定性・継続性・信頼性」の保障は望めません。、


























































